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【第 1 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 1》〜《問 3》)

に答えなさい。 

 
 

  



《問 1》 はじめに、M さんは、A さんに対して、A さんが受給す

ることができる公的年金制度からの老齢給付の額について説明し

た。A さんが、原則として 65 歳から受給することができる老齢基礎

年金および老齢厚生年金の年金額(2018 年度価額)を計算した次の<

計算の手順>の空欄①〜④に入る最も適切な数値を解答用紙に記入

しなさい。計算にあたっては、《設例》の<A さん夫妻に関する資料

>および下記の<資料>に基づくこと。なお、問題の性質上、明らか

にできない部分は「□□□」で示してある。 

 

<計算の手順> 

1.老齢基礎年金の年金額(円未満四捨五入) 

    ( ① )円 

  

2.老齢厚生年金の年金額 

  (1)報酬比例部分の額(円未満四捨五入) 

    ( ② )円 

 

  (2)経過的加算額(円未満四捨五入) 

    ( ③ )円 

 

(3)基本年金額(上記「(1)+(2)」の額)  

□□□円  

 

(4)加給年金額(要件を満たしている場合のみ加算すること) 

 

(5)老齢厚生年金の年金額 

( ④ )円  

 



 
 

 

【答え】 

まず①の A さんの老齢基礎年金額について。2018 年度の基礎年金

額の満額は 779,300 円。 

 

A さんは 18 歳から厚生年金に加入し、60 歳までかけ続ける。 

基礎年金額は 20 歳から 60 歳までの 40 年間（=480 月）かけると満

額受け取ることができる。 

 

したがって①は 779,300 円 

 

 

  



次に②老齢厚生年金の報酬比例部分の年金額について。 

 

 

2003 年 3 月までと 2003 年 4 月からの保険料の乗率が違うのでそれ

ぞれを計算する。 

 

2003 年 3 月までの期間が 132 月で標準報酬月額が 28 万円なので 

計算式（上図）に当てはめると 

280,000 円×7.215/1000×132 月=263,340 円 

 

2003 年 4 月以降の期間が 364 月で標準報酬額が 40 万円なので 

計算式に当てはめると 

400,000 円×5.481/1000×364 月=798,033.6 円 

 

263,340 円+798,033.6 円 

=1,061,373.6→（円未満四捨五入）1,061,374 円 

 

 

  



そして③について 

経過的加算とは 20 歳以前または 60 歳以降に厚生年金として加入

していた部分の基礎年金相当額を、厚生年金から支給するもの。 

計算式は上図の通り。 

 

1,625 円×被保険者月数*－779,300 円×[1961 年 4 月以後で 20 歳以

上 60 歳未満の厚生年金保険の被保険者期間の月数]／480 月 

 

*被保険者月数は上限が 480 月と決まっている 

従って 1,625 円×480₋779,300×480/480=700 円となる。 

 

③700 円 

 

 

 

④について、加給年金とは、老齢厚生年金をもらえるようになった

地点で、その人によって生計が維持されている配偶者または子がい

る場合に受け取れる年金である。 

 

条件は 

・厚生年金の加入期間が原則 20 年以上あること 

・配偶者控除の年齢が 65 歳未満(年下であること) 

・生計を維持されている 18 歳到達年度の末日までにある子ども(障

害等級 1，2 級の状態にある子の場合は 20 歳未満) 

 

妻 Bさんの場合は A さんより年上であるので、A さんが 65 歳にな

った時には妻 Bさんは６５歳を過ぎているため、加給年金の支給対

象から外れてしまう。 

 

④老齢厚生年金の年金額については 

1,061,374 円+700 円=1,062,074 円となる。 

 

 

  



《問2》 次に、Mさんは、Aさんに対して、老後の年金収入を増や

す方法として確定拠出年金の個人型年金(以下、「個人型年金」と

いう)について説明した。Mさんが説明した以下の文章の空欄①〜③

に入る最も適切な数値を、下記の〈数値群〉のイ〜トのなかから選

び、その記号を解答用紙に記入しなさい。  

 

I 「Aさんのような確定給付企業年金の加入者で60歳未満の厚生年

金保険の被保険者や妻Bさんのような国民年金の第3号被保険者は、

個人型年金に加入することができます。ただし、拠出することがで

きる掛金の限度額は加入者の区分に応じて異なります。拠出できる

掛金の限度額は、Aさんの場合は年額( ① )円、妻Bさんの場合は年

額( ② )円です。加入者が拠出する掛金は、小規模企業共済等掛金

控除の対象となります」  

 

II 「Aさんが60歳到達時に老齢給付金を受給するためには、通算加

入者等期間が ( ③ )年以上必要となります。なお、個人型年金

は、Aさんの指図に基づく運用実績により、将来の年金受取額が増

減する点に留意する必要があります」 

 

 

 
 

  



【答え】 

確定拠出年金の個人型(iDeCo)は 60 歳未満の自営業者等、厚生年

金保険の被保険者、専業主婦等が加入できる年金制度である。 

 

企業年金のある会社員や公務員、私学共済加入者は年額 144,000 円

まで、専業主婦等の拠出限度額は年額 276,000 円である。 

 

60 歳から年金資産を受け取るには、iDeCoに加入していた期間等

(通算加入者等期間)が 10 年以上必要で、通算加入者等期間が 10 年

に満たない場合は、受給可能な年齢が繰り下げられる。 

 

したがって 

①は ニ.144,000（円） 

②は ヘ.276,000（円） 

③は ロ.10(年) 

 

 

 

  



《問3》 最後に、Mさんは、Aさんに対して、各種のアドバイスを

した。Mさんがアドバイスした次の記述1〜3について、適切なもの

には○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。  

 

1) 「仮に、Aさんが65歳になるまで厚生年金保険の被保険者として

X社に勤務した場合、65歳から支給される老齢厚生年金は、65歳到

達時における厚生年金保険の被保険者記録を基に計算されます」  

 

2) 「妻Bさんは、Aさんと同様、報酬比例部分のみの特別支給の老

齢厚生年金の支給はなく、原則として、65歳から老齢基礎年金およ

び老齢厚生年金を受給することになります」  

 

3) 「妻Bさんが確定拠出年金の個人型年金に加入し、Aさんが生計

を一にする妻Bさんの掛金を拠出した場合、Aさんはその全額を小規

模企業共済等掛金控除の対象とすることができます」 

 

 

 

 

 

  



【答え】 

１）は〇 厚生年金の被保険者期間は70歳未満なので、65歳まで働

いた場合は65歳到達時における厚生年金保険の被保険者記録を

もとに計算される。 

 

２）は〇 特別支給の老齢厚生年金が支払われるのは、男性は昭和

36年4月1日までに生まれた方、女性の場合は昭和41年4月1日ま

でに生まれた方なので1977年(昭和52年)生まれの妻Bさんは対

象とならない。 

 

３）は× 小規模企業共済等掛金控除は、国民年金などの社会保険

料控除とは違い、自身に支払ったもののみとなる。従って配偶

者や親族のために支払った保険料は控除の対象とならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



【第 2 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 4》〜《問 6》)

に答えなさい。 

 
 

 

 

 

  



《問4》《設例》の<X社株式およびY社株式の情報>および<X社お

よびY社の財務デー タ>に基づいて算出される次の1、2を求めなさ

い(計算過程の記載は不要)。〈答〉 は表示単位の小数点以下第3位

を四捨五入し、小数点以下第2位までを解答すること。  

 

① X 社および Y 社の ROE  

 

② X 社および Y 社の PER 

 

 

 

 

 

  



【答え】 

① 株式における ROEとは自己資本利益率のことで、株主が出資し

た自己資本(=純資産)を使ってどれだけの利益を上げたかを測る指

標。ROEの数値が高いほど資本効率が高いと判断される。 

 

ROE＝当期純利益／自己資本×100 

 

X 社の ROE＝290,000百万円／2,400,000百万円×100→12.8％ 

Y 社の ROE＝46,500百万円／480,000百万円×100→9.69％ 

 

② 株式における PERとは株価収益率のことで、今の株価が 1株あ

たりの当期純利益（EPS）の何倍になっているかを示す指標。 

PERの数値が低いほど株価が割安と判断される。 

 

PER=株価／1株あたり純利益(＝当期純利益÷発行済み株式総数) 

 

X 社の PER＝4,000 円／(290,000百万円÷8億株)→11.03倍 

Y 社の PER＝1,500 円／(46,500百万円÷3億株)→9.68倍 

 

したがって正解は 

① X 社…12.08（％） Y 社…9.69（％） 

② X 社…11.03（倍） Y 社…9.68（倍） 

  



《問5》 Mさんは、Aさんに対して、株式の投資指標等について説

明した。Mさんが説明した次の記述1〜3について、適切なものには

○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさい。 

  

(1) 「一般に、PERが高い銘柄ほど、株価は割安で今後の高い利益

成長が期待されていると考えることができます」  

 

(2) 「一般に、ROEが高い会社ほど、資産の効率的な活用がなされ

ていると考えることができます」  

 

(3) 「一般に、配当性向が高いほど、株主に対する利益還元の度合

いが高いと考えることができます。配当性向は、Y社の数値がX社の

数値を上回っています」 

 

 

  

  



【答え】 

(1) × 株価が1株あたり純利益の何倍になっているかを見るPER

は、低い(1倍に近い)ほど割安で、今後の高い利益成長が期待でき

る 

 

(2) 〇 株主が出資したお金を使ってどれだけの利益を上げたか

を見るROEは高いほど資産の効率化が高いといえるので、記述の通

り。 

 

(3) × 配当性向とは純利益に対する配当金の割合のことで、次

の式で求めることができる。配当性向が高いほど株主にたくさん還

元する割合が高いといえる。 

 

配当性向（％）＝配当送金額／当期純利益×100 

 

X社の配当性向…120,000百万円／290,000百万円×100→41.38％ 

Y社の配当性向…15,000百万円／46,500百万円×100→32.26％ 

 

したがってY社の配当性向がX社の配当性向を下回っている 

  



《問6》 Mさんは、Aさんに対して、X社株式の購入について説明

した。Mさんが説明した以下の文章の空欄①〜③に入る最も適切な

語句または数値を、下記の〈語句群〉のイ〜リのなかから選び、そ

の記号を解答用紙に記入しなさい。  

 

I 「Aさんが特定口座(源泉徴収あり)において、X社株式を購入し、

その配当金を特定口座に受け入れた場合、所得税および復興特別所

得税と住民税の合計で、配当金額の( ① )%相当額が源泉徴収等さ

れます。AさんがX社株式の次回の配当金を受け取るためには、権利

付き最終日である6月( ② )までにX社株式を購入する必要がありま

す」  

 

II 「Aさんが特定口座(源泉徴収あり)において、仮にX社株式を株

価4,000円で100株購入し、同年中に株価4,400円で全株売却した場

合、所得税および復興特別所得税と住民税の合計で、譲渡益に対し

て( ① )%相当額が源泉徴収等されます。他方、譲渡損失が生じ、

同年中にX社株式の配当金を特定口座に受け入れた場合、譲渡損失

の金額と配当金額は特定口座内で損益通算されます。なお、控除し

きれない上場株式等の譲渡損失の金額については、確定申告をする

ことにより、翌年以降 ( ③ )年間の繰越控除が可能です」 

 

 

 

 
 

  



【答え】 

 

Ⅰ 源泉徴収ありの特定口座で取引を行う場合は、株式の売却益や

配当金から 20.315％(所得税 15％・復興特別所得税 0.315％・住民

税 5％)が源泉徴収される。 

 

 また、配当金を受け取るためには約定日(株式の売買が成立した

日)から約定日を含めて 4営業日目に受け渡し(決済)が行われる。 

 

設例を見ると、決算日は 6 月 30 日（日）となっているが、権利

確定日が土日祝の場合はその前の金曜日（今回の場合 6 月 28 日）

になるので、最終約定日は 6/28 の 3営業日前の 25 日（火）とな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊株式取 引におけ

る受渡日ついては2019 年 7 月 16 日から 1 日短縮された。1日早く決済が成立とな

る。 
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Ⅱ 上場株式等の譲渡損失の金額については、特定口座内で損益通

算ができる。控除しきれない上場株式等の譲渡損失の金額について

は、確定申告をすることにより翌年以降 3 年間の繰り越し控除をす

ることができる。 

 

したがって 

（１）は ホ.20.315 

（２）は ト.25 日（火） 

（３）は ロ.３ 

  



【第 3 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 7》〜《問 9》)

に答えなさい。 

 
 

  



《問7》 所得税における損益通算に関する以下の文章の空欄①〜

③に入る最も適切な語句を、下記の〈語句群〉のイ〜ホのなかから

選び、その記号を解答用紙に記入しなさい。  

 

「損益通算の対象となる不動産所得、( ① )所得、譲渡所得、

( ② )所得の4つの所得金額の計算上生じた損失の金額がある場合

には、一定の順序に従ってこれを他の各種所得の金額から控除しま

す。損益通算は、第一次通算、第二次通算、第三次通算の順に行わ

れます。第一次通算では、不動産所得または( ① )所得の金額の計

算上生じた損失の金額を、給与所得などの経常所得の金額から控除

します。また、譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額があると

きは、( ③ )所得の金額から控除します。第一次通算によってもな

お控除しきれない損失の金額がある場合は、第二次通算および第三

次通算を行うことになります」  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  



【答え】 

 

所得には損益通算の対象となるものが４つあり、不動産所得、事

業所得、山林所得、譲渡所得である。 

 

損益通算は所得を 3 つのグループに分け順序に従って行う。 

 

第 1 次通算（下記のそれぞれのグループで損益通算する） 

経常所得グループ…利子・配当・不動産・事業・給与・雑所得 

譲渡・一時所得グループ…譲渡・一時所得 

 

第 2 次通算…第 1 次通算の赤字がある場合は経常グループと譲渡・

一時所得グループで損益通算する。 

 

第 3 次通算…第 2 次通算で赤字がある場合はその他の所得グループ

（山林・退職所得）のうちの山林所得(特別控除後の金額)と損益通

算する。 

 

第 4 次通算…第 3 次通算で赤字が残る場合は、退職所得(1/2 かけた

後の金額で計算)と損益通算する。 

 

したがって答えは 

（１）は ニ.事業 

（２）は イ.山林 

（３）は ハ.一時 

 

 

  



《問8》 Aさんの2018年分の所得税の課税に関する次の記述1〜3

について、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用

紙に記入しなさい。  

 

(1) 「Aさんは配偶者控除の適用を受けることができ、その控除額

は38万円です」 

 

(2) 「Aさんが適用を受けることができる母Cさんに係る扶養控除の

額は、48万円です」  

 

(3) 「Aさんは不動産所得の金額に損失が生じているため、確定申

告をすることによって、純損失の繰越控除の適用を受けることがで

きます」 

 

 

 

  



【答え】 

①は 〇  

まず、配偶者控除を受ける場合の合計所得金額が900万円以下であ

るという条件をAさんはクリアしている。 

 

次に、妻Bさんの合計所得金額 

＊給与所得 100万円から所得控除の65万円をひいて35万円(38万円

以下という条件をクリアしている) 

 

＊年金(雑所得) 30万円から65歳未満の年金控除額をひく。 

70万円以下なら所得金額は0円。 

 

妻Bさん(61歳)の合計所得は38万円以下であるので、Aさんは38万円

の配偶者控除の適用を受けることができ、 

 

 

 

 

 

  



②は × 

扶養控除は配偶者以外の生計を一にする親族で、合計所得金額が38

万円以下であることなどの条件に当てはまる人がいる場合に受けら

れる控除である。 

母Cさん(88歳)の所得は老齢基礎年金額50万円なので、120万円以下

の場合の所得金額は0円となるため、所得は0円。 

 

そして70歳以上で同居である場合は58万円の扶養控除が受けられ

る。 

 

③は × 

純損失の繰越控除とは損益通算をしても赤字が残っている(=純損

失)場合に、翌年以降3年間にわたって繰越控除ができるという制

度。青色申告者は純損失の全額が控除されるがAさんは白色申告者

なので、純損失の繰越控除を受けることができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



《問9》 Aさんの2018年分の所得金額について、次の①、②を求

め、解答用紙に記入しなさい(計算過程の記載は不要)。〈答〉は万

円単位とすること。  

 

① 総所得金額に算入される雑所得の金額 

 

② 総所得金額 

 

 
 

 

 

 

 

  



【答え】 

①雑所得の計算は公的年金とその他の雑所得を分けて計算する。 

 

公的年金等の雑所得…国民年金、厚生年金等の公的年金と国民年金

基金、厚生年金基金、確定拠出年金等の年金 

 

その他の雑所得…生命保険等の個人年金保険、講演料や作家以外の

原稿料等 

 

公的年金の雑所得の計算は収入から公的年金等控除を引いたもの

となる。  

 

A さんの公的年金の雑所得は 

 

特別支給の老齢厚生年金 80 万円+確定拠出年金 30 万円＝110 万円 

 

控除額は資料の表を見ると 70 万円となっているので 

110 万円-70 万円＝40 万円 

 

A さんのその他の雑所得は個人年金保険金 

個人年金 100 万円からそれを得るためにかかった必要経費 60 万円

を引いたもの。（控除はない） 

 

100 万円―60 万円＝40 万円 

 

したがって A さんの雑所得は 40 万円+40 万円=80 万円 

 

 

 

  



②A さんの総所得金額 

 

雑所得が 80 万円 

給与所得が 192 万円 

不動産所得が▲100 万円（土地の取得にかかる負債の利子 20 万円は

損益通算できないので含まない） 

 

不動産所得などの損失は給与所得や一時所得と損益通算できる。 

 

80 万円+192 万円-100 万円＝172 万円 

 

（１）は 80（万円） 

（２）は 172（万円） 

 

 

 

 

 

  



【第 4 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 10》〜《問

12》)に答えなさい。 

 
 

 

  



《問10》 Aさんが、甲土地に耐火建築物を建築する場合、建蔽率

の上限となる建築面積と容積率の上限となる延べ面積を求める次の

<計算の手順>の空欄①〜④に入る最も適切な数値を解答用紙に記入

しなさい。なお、問題の性質上、明らかにできない部分は「□ 

□□」で示してある。  

 

 

<計算の手順> 

1.建蔽率の上限となる建築面積 

(480m²-( ① )m²)×( ② )%=□□□m²  

 

2.容積率の上限となる延べ面積 ・指定容積率:400%  

・前面道路幅員による容積率の制限:( ③ )% したがって、上限と

なる容積率は、□□□%  

(480m²-( ① )m²)×□□□%=( ④ )m² 

 

 

 

 

 

 

  



【答え】 

１．建蔽率が 80％とされている地域であって防火地域内に耐火建築

物を立てる場合は建蔽率の制限を受けないので 100％の建蔽率で建

てることができる。 

 

甲土地に隣接する２mの市道はセットバックをする必要がある。 

甲土地の反対側が宅地なので、2m 市道の中心から１m後退して建て

ることになる。 

 

したがって甲土地の建築面積の上限は 

480㎡-（20m×１m）×100％＝460㎡ 

 

①20（㎡） ②100（％） 

 

 

 

 

  



２．容積率は前面道路の幅員によって容積率の制限がある。 

 

前面道路の幅員が１２m以上の場合は指定容積率 

前面道路の幅員が１２m未満の場合は次のうち小さいほう 

＊指定容積率 

＊前面道路の幅員×法定乗数（居住系は 4/10、その他は 6/10） 

 

甲土地は住居系以外なので乗数は 6/10 である。 

 

前面道路が 2 つある場合、広い方を前面道路とすることができるの

で、6ⅿ×6/10＝360％ 360％＜指定容積率 400％ 

 

したがってこの土地の容積率は 360％ 

 

計算式に当てはめると 

（480㎡－20㎡）×360％＝1,656㎡ 

 

③360（％） ④1,656（㎡） 

 

  



《問11》 建設協力金方式に関する次の記述1〜3について、適切

なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさ

い。  

(1)「建設協力金方式とは、入居予定のテナント(事業会社)が建設

資金をAさんに貸し付け、Aさんがこの資金を利用してテナント(事

業会社)の希望する貸店舗を建設し、その建物を借主であるテナン

ト(事業会社)に賃貸する手法です」 

 

(1) 「建設協力金方式により、Aさんが建物を借主であるテナント

(事業会社)に賃貸した後にAさんの相続が開始した場合、相続税の

課税価格の計算上、甲土地は貸家建付地として評価されます」 

 

(3) 「建設協力金方式により建設した建物については、契約期間満

了後に借主であるテナント(事業会社)が撤去し、土地を貸主に更地

で返還する手法が一般的です」 

 

  



建設協力金方式とは入居予定のテナント（事業会社）が「建設協力

金」という形で建物の建設費（一部または全部）を差し入れ、土地

所有者はこの費用を使って建物を建て、テナント（事業会社）に貸

し出すという方法。 

 また、建設協力金方式における相続税の評価額は、土地は「貸家

建付地」として、建物は「貸家」として控除を受けることができ

る。 

 そして契約期間満了後にテナント（事業会社）が撤退する場合は

更地での返還の必要はなく、敷地と建物が残る仕組みになってい

る。 

 

①は〇  

②は〇 

③は× 

  

 

 

  



《問12》 借地借家法の事業用定期借地権等に係る借地契約に関

する以下の文章の空欄①〜③ に入る最も適切な語句または数値

を、下記の〈語句群〉のイ〜トのなかから選び、その記号を解答用

紙に記入しなさい。  

 

I 「事業用定期借地権等は、事業用に限定して土地を定期で貸し出

す方式です。事業用定期借地権等において、居住の用に供する賃貸

マンションの事業運営を目的とする設定契約を締結すること

( ① )」  

 

II 「事業用定期借地権等は、存続期間が10年以上( ② )年未満の

事業用借地権と ( ② )年以上50年未満の事業用定期借地権に区別

されます。事業用定期借地権等の設定契約は、公正証書( ③ )」 

 

 

 

 
 

 

 

  



【答え】 

 事業用定期借地権は事業用建物のみに土地を定期で貸し出すもの

です。居住の用に供する賃貸マンションの事業運営を目的とする設

定契約を締結することはできない。 

 

 事業用定期借地権は存続期間が 10 年以上 30 年未満の事業用借地

権と、30 年以上 50 年未満の事業用定期借地権とに区分される。 

締結方法は公正証書に限る。 

 

したがって 

（１）は ホ.できません 

（２）は ハ.30 

（３）は ヘ.により作成しなければなりません 

 

 

 

 

  



【第 5 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 13》〜《問

15》)に答えなさい。 

 
 

  



《問 13》 現時点(2019 年 5 月 26 日)において、A さんに相続が

開始した場合における相続税の総額を試算した下記の表の空欄①〜

③に入る最も適切な数値を求めなさい。なお、相続税の課税価格の

合計額は 2億円とし、問題の性質上、明らかにできない部分は「□

□□」で示してある。 

 

 
 

 
 

  



【答え】 

①遺産にかかる基礎控除額 

この場合、法定相続人は妻 Bさん、長男 Cさん、長女 Dさんの 3

人。 

3,000 万円＋（600 万円×3 人）＝4,800 万円 

 

課税遺産相続は 2億円－4,800 万円＝１億 5,200 万円 

 

 

①の答えは 4,800（万円） 

 

 

 

②相続分の総額のもととなる税額 

 

＊法定相続分による各相続人の課税価格 

妻 Bさん  法定相続分 1/2 →1億 5,200 万円×1/2＝7,600 万円 

 

長男 Cさん 法定相続分 1/4 →1億 5,200 万円×1/4＝3,800 万円 

 

長女 Dさん 法定相続分 1/4 →1億 5,200 万円×1/4＝3,800 万円 

 

＊相続税の総額の基となる税額 

妻 Bさん  7,600 万円×30％－700 万円＝1,580 万円 

 

長男 Cさん 3,800 万円×20％－200 万円＝560 万円 

 

長女 Dさん 3,800 万円×20％－200 万円＝560 万円 

したがって 2,700 万円 

 

②560（万円） 

③2,700（万円） 

 

 

  



《問14》 Aさんの相続等に関する次の記述1〜3について、適切な

ものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさ

い。  

 

(1) 「遺言により、相続財産の大半を妻Bさんおよび長男Cさんが相

続した場合、長女 Dさんの遺留分を侵害するおそれがあります。仮

に、遺留分算定の基礎となる財産を2億4,000万円とした場合、長女

Dさんの遺留分の金額は6,000万円となります」  

 

(2) 「遺産分割をめぐる争いを防ぐ手段として、遺言の作成をお勧

めします。公正証書遺言は、証人2人以上の立会いのもと、遺言者

が遺言の趣旨を公証人に口授し、公証人がこれを筆記して作成しま

すが、推定相続人が証人になることはできません」 

 

(3) 「仮に、Aさんの相続が賃貸アパートの貸付開始から3年以内に

発生した場合、当該敷地は小規模宅地等についての相続税の課税価

格の計算の特例の対象から除外されます」 

 

 

  



【答え】 

遺留分とは遺言に優先して、一定の相続人が最低限の相続分を確

保するための規定である。遺留分が認められるのは法定相続人のう

ち、配偶者、子、直系尊属に限られ、兄弟姉妹には遺留分は認めら

れない。 

 

相続人が直系尊属のみの場合の遺留分は相続財産の 1/3 

その他の場合は相続財産の１/2 が遺留分となる。 

 

つまり、長女 Dさんの遺留分は 

2億 4,000 万円 × 1/4  × 1/2 =3,000 万円 
（基礎となる財産） （法定相続分） （遺留分） 

 

公正証書遺言は公証役場で本人が口述して公証人が筆記するも

の。筆記したものを公証人が読み上げ、遺言者と証人が内容を確認

して各自、自署押印するもの。 

証人は 2名以上、利害関係のあるものが公証人となることができな

い。もちろん推定相続人が証人になることはできない。 

 

 

  



「小規模宅地等の特例」は相続によって被相続人等が居住用、ま

たは事業用に使っていた土地の一定の面積について評価額が減額さ

れる制度である。 

配偶者が取得した場合や同居している親族であれば引き続き居住す

ること等が適用の条件となる。 

 

平成 30 年 3/31 以前に賃貸開始されていた場合には賃貸開始から

3 年以内に相続が発生したとしても小規模宅地の特例の対象になる

が、平成 30 年 4/1 以降、相続開始前 3 年以内に賃貸開始した宅地

は特例の対象外となった。 

 

今回の場合は 2017 年 3 月（平成 29 年）から全室賃貸中なので貸

付け開始から 3 年以内に相続が発生しても小規模宅地の特例が受け

られる。 

 

したがって 

（１）は〇 

（２）は〇 

（３）は× 

 

 

 

 

  



《問15》 Aさんの相続等に関する以下の文章の空欄①〜④に入る

最も適切な語句を、下記の 〈語句群〉のイ〜ルのなかから選び、

その記号を解答用紙に記入しなさい。  

 

I 「妻Bさんが自宅の敷地および建物を相続により取得し、自宅の

敷地(相続税評価額7,500万円)のすべてについて、『小規模宅地等

についての相続税の課税価格の計算の特例』の適用を受けた場合、

相続税の課税価格に算入すべき価額を( ① ) とすることができま

す。また、『配偶者に対する相続税額の軽減』の適用を受けた場 

合、妻Bさんが相続により取得した財産の金額が、配偶者の法定相

続分相当額と ( ② )とのいずれか多い金額までであれば、妻Bさん

が納付すべき相続税額は算出されません」  

 

II 「相続人間で争いが起こり、相続税の申告期限までに遺産分割

協議が調わなかった場合、相続税の申告時において、未分割の財産

に対して『配偶者に対する相続税額の軽減』や『小規模宅地等につ

いての相続税の課税価格の計算の特例』の適用を受けることができ

ません。その場合、相続税の申告の際に『申告期限後( ③ )以内の

分割見込書』を提出し、申告期限後( ③ )以内に遺産分割協議が成

立すれば、これらの特例の適用を受けることが可能となり、分割後

( ④ )以内に更正の請求を行うことができます」  

 

 
 

 

  



【答え】 

Ⅰ 妻 Bさんが自宅の敷地（7,500 万円）を相続により取得し、そ

のすべてを「小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特

例」の適用を受けた場合は、330㎡までの部分について減額割合

80％を適用できる。 

 

7,500 万円×20％＝1,500 万円 

 

また、「配偶者に対する相続税額の軽減」の適用を受けた場合は、

配偶者の法定相続分相当額と１億 6,000 万円のいずれか多い金額ま

でであれば相続税がかからない。 

 

 

この場合は分割が行われた日の翌日から 4カ月以内に更正の請求が

必要となる。 

 

したがって 

（１）は イ.1,500 万円 

（２）は ホ.１億 6,000 万円 

（３）は ヌ.3 年 

（４）は ト.4 か月 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                

-終- 

 

 


